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説明内容

１．介護現場の状況（人材不足、要介護状態の理解、環境要因、
介護行為及びその提供における展開過程）について

２．製品開発における介護現場との連携（効果検証）及び製品
安全への対応について

３．介護現場の生産性向上（介護現場改革）と「科学的介護」
への展開について

４．今後の方向性について（市場拡大と海外展開）
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１．介護現場の状況（人材不足、要介護状態の理解、
環境要因、介護行為及びその提供における展開
過程）について

【論点】

① 介護が提供される現場の状況及び介護過程の展開について理解する。

② 介護現場において、「有用」であり、「効果」があること、「負担軽減」となるのは、
「誰のニーズ」に即した製品なのか？

  また、利用するのは一人ではなく、個々の状態が異なる方々が利用する。さら
に介護職の技能（スキル：知識・技術）も異なる。

③ 製品（機器）が活用される「利用場面」、「利用環境」は、「実験室」の状況とは
 異なる。また、導入時のサポート（操作性・疑義対応）、メンテナンス、消毒等へ
 の対応も重要となる。
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出典 ： 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 「早わかりグラフで見る労働の今」 産業別就業者数 （2025年3月10日更新）
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出典 ： 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 「早わかりグラフで見る労働の今」 産業別就業者数 （2025年3月10日更新）
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出典 ： 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 「早わかりグラフで見る労働の今」 産業別就業者数 （2025年3月10日更新）



一般社団法人 シルバーサービス振興会

介護現場において介護サービスを提供している人員の技能（知識・技術）は一律ではない
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高 齢 者 保 健 福 祉 ３ 原 則

＊デンマーク「高齢者問題委員会」（1979～82）において、委員長のﾍﾞﾝﾄ･ﾛﾙ･ｱﾅｾﾝ（ﾛｽｷﾙ大学教授、後に福祉大臣）が提唱したもの。我が国の介護保険制

度創設にも大きな影響を与えた基本原則。

〇人生の継続性の尊重    地域包括ケア、在宅重視、居住保障

→ 要介護状態になっても、可能な限り、住み慣れた自宅（地域）での生活を維持する。（Community-based care）

    →   社会生活を営んできた高齢者を社会から切り離すことをしない。 （Relocation  damage）

〇自己決定の尊重  利用者主権、選択の保障、情報開示

→ サービス利用において、高齢者とサービス提供事業者を契約の当事者として、事業者側から十分な説明（情報提供）がなされ、利用者がこれを理解

した上で、同意（拒否）すること。（「説明と同意」：Informed consent）

〇残存能力の活用  リハビリテーション重視、予防重視、活動参加（ICF）、福祉用具の活用

→ 利用者の能力や環境を過小評価せず適正にアセスメントし、可能な限り、利用者の能力を活かせるように工夫すること。
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「 自 立 支 援 」  と は

〇「自立支援」=｢自己決定｣＋｢自己実現｣であり、専門的な技能（知識・技術）をもって、あくまで支援者として、これを支援するということ

生 命 倫 理 の ４ 原 則

＊1997年に、ﾄﾑ･Ｌ･ﾋﾞｰﾁｬﾑ､ｼﾞｪｲﾑｽﾞ･F･ﾁﾙﾄﾞﾚｽが『生命医学倫理の諸原則』 において提唱した医療従事者としての行動倫理

〇自律性の尊重  （respect  for  autonomy） : 患者自身の決定や意思を尊重すること

＊ 「自律」とは、「自分の意思で決定することのできる人が、選択する自由がある状況で、自身のことを

自分で決め、行動すること」。カントの道徳論、「自由な行動とは、自律的に行動することで、自律的とは自然の命令や社会的な因習ではなく、自ら課した

法則に従って行動することである」という、カントの道徳論を基礎としている。

〇無危害 （non-maleficence） ： 患者に危害を及ぼさないこと

〇善行 （beneficence） ： 患者のために最善を尽くすこと

〇公正 （justice） ： 患者を平等かつ公平に扱うこと

介護現場の職員は、どのような倫理観の下で働ているか



「思考過程の共有化」を目指した
介護人材育成の取り組み

○アセスメント →利用者等の状態把握の共有化

○課題認識 →より多くの「専門職」の多角的な分析

○適切な介護の提供 →介護技術の標準化
「根拠」を示し説明できる

○危機管理 →リスクアセスメント、リスクマネジメント

○記録や申し送り →情報の共有化、多角的分析

○指導・教育 →介護現場でのＯＪＴの標準化
→コーチング、傾聴等の技法

○利用者、家族、関係者との共有化
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→ 機器やシステムの開発者にも、踏まえておいていただきたい「思考過程の共有化」
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ニーズとシーズのマッチングが重要であり、そのパイプ役となる機能が求められている
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「ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅に関する懇談会」
第４回（R4.02.22） 「資料１」より抜粋
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「ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅に関する懇談会」
第４回（R4.02.22） 「資料１」より抜粋
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２． 製品開発における介護現場との連携（効果
検証等）及び製品安全への対応について

【論点】

① 製品開発において、実際の介護現場との接点が乏しい中にあって、
「ニーズ」と「シーズ」のマッチングを、どう行えばよいのか？

② 高齢者等が利用者であることを踏まえて、通常の「製品安全」の仕組み
以上に、配慮しなければならない点は何か？



・ロボット技術を用いて介助
者のパワーアシストを行う
装着型の機器

・ロボット技術を用いて介助
者による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着
型の機器

・高齢者等の外出をサポートし、
荷物等を安全に運搬できる
ロボット技術を用いた歩行支
援機器

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム

・高齢者等の屋内移動や立
ち座りをサポートし、特にト
イレへの往復やトイレ内で
の姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支
援機器

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォー
ム

・高齢者等の外出をサポートし、
転倒予防や歩行等を補助す
るロボット技術を用いた装着
型の移動支援機器

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器

・ロボット技術を用いて、見守
り、移動支援、排泄支援をは
じめとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器

移乗支援 移動支援
見守り・

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
排泄支援 入浴支援

○非装着 ○屋内 ○在宅

○動作支援

○装着 ○排泄物処理○屋外 ○施設

介護業務支援
○トイレ誘導

○装着
イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ連
携
協調協議会報告書より転載）

イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書よ
り転載）

危ないの
で

動かない
で
ください

○生活支援

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器

民間企業・研究機関等での機器の開発＜経産省中心＞

  

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場での実証等 ＜厚労省中心＞

  

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器につ
いて介護現場での実証(モニター調査・評価)

モニター調査の
依頼等

試作機器の
評価等

介護ロボットの開発支援について

○経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援）
○平成29年10月に重点分野を改訂し、赤字箇所を追加

開発重点分野



※赤破線で囲っている、
排泄支援（排泄予測・
検知）、見守り（施
設）、見守り（在宅）、
コミュニケーション、介護業
務支援、機能訓練支援、
食事・栄養管理支援、
認知症生活支援・認知
症ケア支援の項目におい
ては他の機器・システムと
の連携を定義文において
明記
※項目別の普及率は、
『令和３年度介護報酬
改定の効果検証及び調
査研究に係る調査結果』
を引用
※緑枠線の、新たに追加
される機能訓練支援、食
事・栄養管理支援・認知
症生活支援・認知症ケア
支援の３項目に関しては、
上記調査を実施していな
いため、普及率は未記載

移乗支援（装着）
介助者のパワーアシストを行う装着型の機器

移乗支援（非装着）
介助者による移乗動作のアシストを行う非装着
型の機器

移動支援（屋外）
高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に
運搬できるロボット技術を用いた歩行支援機器

移動支援（屋内）
高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特
にトイレへの往復やトイレ内での姿勢保持を支援
するロボット技術を用いた歩行支援機器

排泄支援（排泄物処理）
排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置
の調整可能なトイレ

排泄支援（動作支援）
ロボット技術を用いてトイレ内での下衣の着脱等
の排泄の一連の動作を支援する機器

移動支援（装着）
高齢者等の外出等をサポートし、転倒予防や歩
行等を補助するロボット技術を用いた装着型の移
動支援機器

入浴支援
入浴におけるケアや動作を支援する機器

排泄支援（排泄予測・検知）
排泄を予測又は検知し、排泄タイミングの把握や
トイレへの誘導を支援する機器 

見守り（施設）
介護施設において使用する、各種センサー等や外
部通信機能を備えた機器システム、プラットフォー
ム

見守り（在宅）
在宅において使用する、各種センサー等や外部通
信機能を備えた機器システム、プラットフォーム 

コミュニケーション
高齢者等のコミュニケーションを支援する機器

介護業務支援
介護業務に伴う情報を収集・蓄積し、それを基に、
高齢者等への介護サービス提供に関わる業務に
活用することを可能とする機器・システム

機能訓練支援
介護職等が行う身体機能や生活機能の訓練に
おける各業務（アセスメント・計画作成・訓練実
施）を支援する機器・システム

食事・栄養管理支援
高齢者等の食事・栄養管理に関する周辺業務を
支援する機器・システム

認知症生活支援・認知症ケア支援
認知機能が低下した高齢者等の自立した日常
生活または個別ケアを支援する機器・システム

見守り・コミュニケーション
普及率 30.0%

移乗支援
普及率 

9.7%

移動支援
普及率 1.2%

入浴支援
普及率 11.2%

介護業務支援
普及率 10.2%

（令和7年度より運用開始）介護テクノロジー利用の重点分野の全体図と普及率

民間企業・研究機関等

  

日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場の具
体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場

  

開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器について介護
現場での実証(モニター調査・評価)

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中心】 【厚労省中心】
試作機器の評価等

モニター調査の依頼等

排泄支援
普及率 0.5%
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介護分野におけるＫＰＩ

• 介護分野におけるデジタル行財政改革を推進するため、基盤・環境の整備（インプット）や基盤・環境の活用（アウトプット）
の各段階で適切なＫＰＩを設定し、 効果の創出（アウトカム）を目指す。

注１）※をつけたものはサービス類型毎にデータを集計・分析し公表する予定としており、サービスが限定されていないものは原則全サービスとする
注２）職員一人あたりに対する利用者の人数は、老人保健施設で2.2対１、介護老人福祉施設で2.0対１、特定施設入居者生活介護指定施設（介護付きホーム）で2.6対１となっている

（令和5年度介護事業経営実態調査結果より算出）
注３）参考指標として介護職員全体の給与（賞与込みの給与）の状況を対象年毎に確認
注４）本KPIは、必要に応じて随時に見直しを行うものとする
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2023年 2026年 2029年 2040年 定義等

生産性向上方策等周知件数
2,570件

（R5暫定値）
増加 増加 ー

（単年度）セミナー、フォーラム、都道府県窓口セミナーへの参加件数、

動画再生回数の増加

デジタル（中核）人材育成数（2023年度より実施） 500名 5,000名 10,000名 ー
（累計）デジタル（中核）人材育成プログラム受講人数（国が実施するも

ので、自治体や民間が実施する研修等の数は含んでいない）

都道府県ワンストップ窓口の設置数（2023年度より実施） 5 47 47 47 （累計）各都道府県における設置数

委員会設置事業者割合※　（2024年度より実施） ー
（累計）入所・泊まり・居住系サービスは3年後義務化予定、KPIは全サー

ビスを対象とする（一部サービスを除く）

ケアプランデータ連携システム普及自治体の割合（2023年度より実施）

事業者が活用している自治体の割合 40% 80% 100% 100% （累計）管内事業者が利用している市区町村の割合

複数の事業者が活用している自治体の割合 ー 50% 90% 100% （累計）管内事業者が3割以上利用している市区町村の割合

29% 50% 90% 90％以上 処遇改善加算の職場環境要件の算定状況を集計

介護現場のニーズを反映したICT・介護ロボット等の開発支援件数
52件

（R５暫定値）
60件以上 60件以上 ー

（単年度）介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業にお

ける開発企業とニーズのマッチング支援件数を集計

生産性向上の成果（対象：加算取得事業者及び補助対象事業者）※
デジタルを活用した報告（年１回）を原則とし、都道府県及び厚生労働省

が確認できること

　①全介護事業者

１ヶ月の平均残業時間の減少 6.4h 減少又は維持 減少又は維持 減少又は維持 3年間の平均値が前回数値より減少又は維持（令和４年全産業平均13.8ｈ）

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数） 7.4日 8.4日 10.9日 全産業平均以上
3年間の平均値が目標値又は前回の数値より増加又は維持（令和４年（又は

令和３会計年度）平均取得日数10.9日）

　②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者（2024年度より実施）

１ヶ月平均残業時間が①の群より減少する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が①の群より増加する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

　③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者（2024年度より実施）

総業務時間の減少割合 ー 25% 25% 25% タイムスタディの実施（令和４年度実証事業並の変化率）

１ヶ月平均残業時間が②の群より減少する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が②の群より増加する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

年間の離職率の変化※

①全介護事業者 15.7%
（Ｒ４調査）

15.3% 15.0% 全産業平均以下
3年間の平均値が目標値又は前回の数値より減少又は維持（令和４年産業計

15.0％）

②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者

（①の群より減少した事業所の割合）
ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者

（②の群より減少した事業所の割合）
ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

人員配置の柔軟化（老健、特養、特定 （注2））※ ー 1.3% 8.1% 33.2% 令和５年度の介護事業経営実態調査を始点とし、人員配置の変化率を確認

ICT・介護ロボット等の導入事業者割合※

【2024年夏までに調査を実施し、目標を設定】
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一般社団法人 シルバーサービス振興会
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施策名：介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（介護テクノロジー導入・協働化等支援事業）

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・介護サービス需要の増加への対応や介護人材の確保が喫緊の課題となっており、サービス提供の存続にも関わる重要な問題である。特に
小規模法人を中心に、従来の方法や単独では必要な人材確保が難しい法人も多く、経営の効率も悪くなるという悪循環に陥りがちである。
・また、デジタル行財政改革会議において、デジタル（中核）人材育成数や、ICT・介護ロボットの導入事業者割合、ケアプランデータ連携シス
テム普及の割合等のKPIを設定しており、都道府県におけるワンストップ窓口と連携しつつ、介護現場の生産性向上に向けてテクノロジー導
入等の支援を行う必要がある。
・こうした状況を踏まえ、介護現場の生産性向上の取組や、経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善に取り組む介護サービス事業
者に対する支援を行う。

・生産性向上の取組を通じた職場環境改善について、ICT機器本体やソフト等の導入や更新時の補助に加え、それに伴う業務改善支援や地域全体で取り組
む機器導入等に対する補助を行う。また、小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う経営や職場環境の改善の取組に対して補助を行う。

・生産性向上の取組や経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善を推進することにより、
介護人材の確保や介護サービスの質の向上に繋げていく。

（１）生産性向上の取組を通じた職場環境改善
①生産性向上に資する介護ロボット・ICTの導入や更新
・事業所の業務効率化に向けた課題解決を図るための業務改善支援及びこれと一体的に行う介護ロボット・ICTの導入や更新に対する支援

②地域全体で生産性向上の取組を普及・推進する事業の実施
・地域の複数事業所における機器の導入に向けた研修や、地域のモデル施設の育成など、都道府県等が主導して面で生産性向上の取組を推進
・都道府県等が主導して、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間でのケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携によるメ
リットや好事例を収集

（２）小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善
・人材募集や一括採用、合同研修等の実施、事務処理部門の集約、協働化・大規模化にあわせて行う老朽設備の更新・整備のための支援 等
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ

〇

老健局高齢者支援課
（内線3997）

令和６年度補正予算額 200億円

【実施主体】
都道府県 （都道府県から市町村への補助も可）

【負担割合】

(1)①、(2)・・・国・都道府県３／４、事業者１／４
（要件によっては国・都道府県１／２、事業者１／２ ）

(1)②・・・国・都道府県 １０／１０
(1)①及び（２）を実施する場合･･･

国・都道府県４／５、事業者１／５
※国と都道府県の負担割合は以下のとおり
（1）①、（2）・・・国４／５、都道府県１／５
（1）②・・・国９／10、都道府県１／10

国 都道府県 事業者
市町村

【事業スキーム】

【○介護における介護テクノロジーの導入、協働化等の支援】



実施主体

国 都道府県
基金(国2/3) 介護施

設等

一部助成

介護テクノロジー導入支援事業（地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分））

• 介護人材の確保が喫緊の課題とされる中で、介護ロボットやICT等のテクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職員の業務負担軽減を

図るとともに、生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、介護サービスの質の向上にも繋げていく介護現場の生産性向上を一層推進していく必要がある。

• 職場環境の改善等に取り組む介護事業者がテクノロジーを導入する際の経費を補助し、生産性向上による働きやすい職場環境の実現を推進する。

１  事業の目的

２  補助対象

4  実施主体、実績

３  補助要件等

【介護ロボット】

区分 補助額 補助台数

○移乗支援

○入浴支援
上限100万円

必要台数

○上記以外 上限30万円

【ICT】

補助額 補助台数

上限400～
1,000万円

必要台数

令和７年度当初予算額  地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）97億円の内数（97億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

補助額 補助台数

⚫ 1～10人 100万円
⚫ 11～20人 150万円
⚫ 21～30人 200万円
⚫ 31人～  250万円
※職員数により変動しない
場合は一律250万円

必要台数

介護ロボットのパッケージ導入モデル、ガイドライン等を参考に、課題を抽出し、生産性向上に資する業務改善計画を提出の
上、一定の期間、効果を確認できるまで報告すること

第三者による業務改善支援又は研修・相談等による支援を受けること

（入所・泊まり・居住系）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委
員会を設置をすること

（在宅系）令和７年度内にケアプランデータ連携システムの利用を開始すること

事業 R1 R2 R3 R4

介護ロボット導入支援事業（※
１）

1,813 2,297 2,720 2,930

ICT導入支援事業（※２） 195 2,560 5,371 5,075

※下線部は令和７年度までの拡充分。太字は更に今回変更する部分。

老健局高齢者支援課（内線3875、3876）

補助率 以下の要件を満たす場合は３/４を下限（これ以外の場合は１／２を下限）

共通要件
・職場環境の改善を図り、収支が改善がされた場合、職員賃金への還元することを導入効果報告に明記
・第三者による業務改善支援を受けること

介護ロボット

・見守り、インカム・スマートフォン等のICT機器、介護記録ソフトの３点を活用すること（入所・泊ま
り・居住系に限る）

・従前の介護職員等の人員体制の効率化を行うこと
・利用者のケアの質の維持・向上や職員の負担軽減に資する取組を行うことを予定していること

ICT

（在宅系）・ケアプランデータ連携システムを利用し、かつデータ連携を行う相手となる事業所が決定して
いること

（それ以外）以下のいずれか
・LIFE にデータを提供している又は提供を予定していること
・文書量半減を実現させる導入計画となっていること

パッケージ型
導入

・介護ロボット・ICTの要件をいずれも満たすこと。ただし、ICT（それ以外）に記載の要件は全て満たす
こと

【パッケージ型導入】

【介護ロボット】
⚫ 「介護テクノロジー利用における重点分野」

（令和７年度より改定）に該当する介護ロボッ
ト（カタログ方式を導入）

【ICT】
⚫ 介護ソフト、タブレット端末、インカム、ク

ラウドサービス 業務効率化に資するバックオ
フィスソフト（転記等の業務が発生しないこと
の環境が実現できている場合に限る）等

【パッケージ型導入】
⚫ 見守り機器等の複数のテクノロジーを連動する

ことで導入する場合に必要な経費

【その他】
⚫ 第三者による業務改善支援等にかかる経費

※養護老人ホーム等を対象に追加
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介護テクノロジー導入・協働化等支援事業
テクノエイド協会による介護テクノロジーのカタログ化

【課題・背景】

（事業所）どのようなテクノロジーを導入したらよいかわからない

（都道府県）補助金の対象であるかどうかすぐに判断できない

⚫ 「介護テクノロジー利用の重点分野」（2024年6月改訂）の決定を契機に、テクノエイド協会が、福祉用具情報シス
テム（TAIS）を活用し、実用化されている介護テクノロジーを利用した製品情報を収集し、厚生労働省が行う導入支
援の対象となりうる製品情報を提供する事業を開始（2025年1月～）。

⚫ TAISコードの登録を行った製品の製造・輸入事業者から申請を受け、協会が設置する外部有識者からなる「厚生労働
省が行う導入支援の対象となりうる製品の検討委員会」の審査を経て、該当製品の選定を行い、協会のホームページ
上に介護テクノロジーのどのカテゴリーに該当するかがわかるよう情報を掲載。

⚫ こうした情報を、国が制度を創設し、都道府県が実施している介護テクノロジーの導入支援（補助）事業の対象製品
の「カタログ」として活用。

⚫ 補助金申請事業者の製品選定の補助や申請書類の簡素化及び都道府県の審査事務負担の軽減を期待。

⚫ 情報登録は有料
➢ 企業情報：¥11,000/年（更新¥5,500）
➢ 用具情報：¥6,600/年（更新¥3,300）

⚫ 年度単位（４月～翌年３月） 更新制

⚫ 選定後、安全性や有効性に懸念が生じた場合、状況に

応じて再審査を行う。
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介護テクノロジー導入・協働化等支援事業
カタログ化の考え方

TAISに未掲載の
介護テクノロジー

※都道府県が判断

⚫ケアプランデータ連携標準仕様ベンダー試験結果

⚫厚生労働省 介護ソフト機能調査結果※

介護記録ソフトについては、カタログやこ

れらの情報を参考に、実際の業務改善計画

書に即して、必要性を判断する

福祉用具情報システム（TAIS） テクノエイド協会

補助金の対象となる機器

https://www.techno-tais.jp/ServiceWelfareGoodsList.php

※介護記録ソフトには、①１つのソフトで多くの機能を網羅しているもの ②特定の機能に特化したもの があり、主な要件である「一気通貫」を実

現するのに複数のソフトを組み合わせる場合もある。

※これまでは、各都道府県が介護ソフトベンダーから必要な資料を個別に入手していたところを、厚生労働省が一元的にベンダーから情報収集して定

期的に都道府県に情報提供することとしている。

介護記録
ソフト
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CARISO事業全体について

42

 介護現場の業務効率化を進めるため、テクノロジーの活用、タスクシェア/シフト等を推進しているところであるが、介護現場に対するテクノロジー

導入資金の支援だけでなく、介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境を整備す

る必要がある。

 R６年度まで設置していた「開発・実証・普及広報のプラットフォーム」を発展的に見直し、CARISO（CARe Innovation Support Office）を立ち上

げ、スタートアップ支援を専門的に行う窓口設置を含め、介護テクノロジーの研究開発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に対する総

合的な支援を行う。

⚫ 開発企業に対する研究開発から上

市にかかわる支援

⚫ 実証フィールドの提供 等

⚫ SU企業等が抱える課題※に対する支援

※資金調達、知財戦略、市場参入支援等

⚫ 都道府県が実施する生産性向上の

取り組みへの支援

CARISO

プラットフォーム
窓口

都道府県
支援事業/

ワンストップ窓口

介護系SU
支援事業

リビングラボ

⚫ 介護事業者への相談対応等※

※ワンストップ窓口未設置地域に開

設（令和8年度までの暫定措置）

介護事業者向け支援 開発事業者向け支援
ニーズ
提供

現場の課題に応じた
テクノロジー等の提供



CARISO（CARe Innovation Support Office）について
CARISOの全体像
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○ 介護現場の業務効率化を進めるため、テクノロジーの活用、タスクシェア/シフト等を推進しているところであるが、介護現場に対するテクノロジー導入資

金の支援だけでなく、介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境を整備する必要がある。

○ R６年度まで設置していた「開発・実証・普及広報のプラットフォーム」を発展的に見直し、CARISO（CARe Innovation Support Office）を立ち上げ、スター

トアップ支援を専門的に行う窓口設置を含め、介護テクノロジーの研究開発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に対する総合的な支援を行う。

より使いやす

い 機器

の提供

介護事業者への相談対応等
※ワンストップ窓口未設置地域に開設

＜令和８年度までの暫定措置＞

都道府県が実施する
生産性向上の取組への支援

ワンストップ窓口

介護事業者 開発事業者

開発企業に対する研究開発から
上市に係る支援等

介護系SU等が抱える課題（※）に対
する支援

（※）資金調達、知財戦略、市場算入支援
(ネットワーク形成)等

CARISO（CARe Innovation Support Office）

開発企業に対

する支援

SU等に対す

る支援

データの分析等による

コンサルティング支援

➂➃の支援を通し、開発企業による介護現場のニーズに合致した

使いやすい介護テクノロジーの開発につなげる

①②の支援を通し、介護事業者による介護テクノロジーの活用、

タスクシェア/シフト等を支援し、生産性の向上につなげる

テクノ

ロジー

導入等

に関す

る相

談・相

談を通

じた

ニーズ

の提供

テクノロジー導入・

活用等に関する相談

支援等

②プラットフォーム窓口
①都道府県支援事業

（中央管理事業）
➂リビングラボ

➃スタートアップ（SU）支援事業
（新規）

ニーズ

の提供

相談対応等を通じて把握した
開発ニーズの提供

相談

（参考）「開発・実証・普及広報の

プラットフォーム」では①②③を実施

CARISO連絡会議
各事業の連携を図る観点から、②～④の関係
者で構成する会議を開催し、運営方針につい

て意見交換等を実施。
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○ 介護現場において、生産性向上や人材確保の取組を進めるためには、介護事業者のみの自助努力だけでは限界があり、地域全体で取組を推進していく必要が

あるため、都道府県が主体となり設置・運営を行うワンストップ窓口において、介護現場へ総合的な支援を実施することとしている。

○ 都道府県支援事業（中央管理事業）によりワンストップ窓口の設置・運営に係る支援を実施するほか、ワンストップ窓口が設置されていない都道府県への支

援として、R8年度まで、地域を限定して介護テクノロジーの開発・実証・普及広報のプラットフォーム窓口（以下、PF窓口）を設置する

介護現場
革新会議等

（年２回程度開催）

①都道府県支援事業
（中央管理事業）

研修
有識者派

遣
相談

他の機関
との連携

試用貸出
機器展示
（※２）

※１未設置の都道府県は、本事業において国が設置するプラットフォーム窓口を活用

開催支援

方針提示

介護事業者

生産性向上に

関する相談

支援提示

情報提供

地域における課題や
解決策の検討

施策への意見収集
革新会議メンバー
間の連携強化

総合相談センターの
運営方針の決定

都道府県における生産性向上の取組の促進策の全体像

都道府県における
ワンストップ窓口

都道府県
介護テクノロジー導入支援等

KPIに関するデータ

の分析・提供等によ

り、都道府県におけ

る生産性向上の取組

を支援

相談対応等の個別支

援等により、ワンス

トップ窓口・介護現

場革新会議の運営を

支援

③リビングラボ

都道府県が実施する介護現場に

対する各種支援を通じて把握し

た開発ニーズの提供

②プラットフォーム
窓口（※１）

（独）福祉医療機構

（独）中小企業基盤整備機構

よろず支援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター

シルバー人材センター

経営支

援

事業者の採用活動等の人材確保の支援

つなぎ連携

革新会議想定メンバー

・介護事業者団体

・職能団体、先進的事業所

・県社会福祉協議会、

・学識経験者

・つなぎ連携先の担当者 等

※その他、地域の実情に応じた各種支援

④介護系ＳＵ支援事業

※２ワンストップ窓口のみ実施

介護生産性向上総合相談センター



番号 都道府県名 開設予定

１ 栃木県 夏頃

２ 佐賀県 夏頃

３ 沖縄県 夏頃

４ 石川県 夏頃

５ 静岡県 秋頃

６ 山口県 秋頃

７ 群馬県 秋頃

北海道介護ロボット普及推

進センター

あおもり介護生産性向上総

合センター

いわて介護現場サポート

センター

宮城県介護事業所支援相

談センター

北海道札幌市中央区北2条西7丁

目1番地かでる2.7

青森県青森市中央３丁目20-30

県民福祉プラザ 

岩手県盛岡市本町通３－１９－１ 宮城県長寿社会政策課

介護人材確保推進班

あきた介護業務「カイゼン」

サポートセンター

山形県介護生産性向上総

合支援センター

ふくしま介護生産性向上

支援センター

介護のみらいサポート

センター

秋田市御所野下堤５－１－１

秋田県中央地区シルバーエリア

山形県天童市一日町4丁目2-6 郡山市富田町字満水田27－８

ふくしま医療機器開発支援セン

ター

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷４

－２－６５ 彩の国すこやかプラ

ザ１階

千葉県介護業務効率アップ

セ  

ンター

介護職場サポートセンターＴ

ＯＫＹＯ

神奈川県介護生産性向上総

合相談センター

新潟県介護職場DX・業務

改善

サポートセンター

千葉市中央区中央3-3-1

フジモト第一生命ビル6階

新宿区西新宿２丁目７番１号 新宿第一

生命ビルディング（小田急第一生命ビル）

19階

横浜市中区山下町23番地

日土地山下町ビル9階

新潟市中央区米山２－４－１

基山第3ビル6階

とやま介護テクノロジー普

及・推進センター

ふくい介護テクノロジー・業

務改善支援センター

山梨県介護福祉総合支援

センター

長野県介護・障がい福祉

生産性向上総合相談セン

ター

富山市安住町5番21号

富山県総合福祉会館（サンシップとやま）2階

福井市中央１－３－１

加藤ビル６階

山梨県甲府市北新1-2-12

山梨県福祉プラザ1階

長野県長野市南県町1082

ND南県町ビル５階

岐阜県介護生産性向上総

合相談センター

あいち介護生産性向上総

合相談センター

みえ介護生産性向上支援

センター

滋賀県介護現場革新サ

ポートデスク

岐阜県岐阜市金園町１－３－３

クリスタルビル２階

愛知県名古屋市中村区名駅南

2-14-19 住友生命名古屋ビル14

階

津市栄町３－２４３

関権第三ビル５０６

滋賀県草津市笠山７－８－１３８

京都府介護・福祉職場業務

改善⽀援センター

大阪府介護生産性向上支

援センター

ひょうご介護テクノロジー導入・

生産性向上支援センター

奈良県介護生産性向上総

合相談センター

京都市中京区⽵屋町通烏丸東⼊ル清⽔

町375 府⽴総合社会福祉会館 地下１階

大阪府大阪市住之江区南港北

2-1-10 ATCビルITM棟11階

兵庫県神戸市西区曙町1070 奈良市大宮町４－２６６－１

三和大宮ビル２階

和歌山県介護生産性向上

総合相談センター

鳥取県介護生産性向上総

合

相談センター

介護現場革新サポートセン

ターしまね

岡山県介護生産性向上総

合相談センター

和歌山県和歌山市手平2丁目１

－２

県民交流プラザ和歌山ビッグ愛7

階

鳥取県鳥取市扇町１１６

田中ビル２号館２階

島根県松江市朝日町498

松江センタービル９階

岡山市北区柳町１－１－１

住友生命岡山ビル15階

介護職場サポートセンター

ひろしま

とくしま介護現場DXサポー

トセンター

愛媛県介護生産性向上総

合相談センター

こうち介護生鮮性向上総

合

支援センター

広島市南区比治山本町１２－２

（広島県社会福祉会館内）

徳島市国府町東高輪字天満３５６

－１

松山市一番町１丁目１４番１０号

井手ビル４階

高知県高知市堺町２－２６

高知中央ビジネススクエア ７階

福岡県介護DX支援セン

ター

ながさき介護現場

サポートセンター

くまもと介護テクノロジー・業

務改善サポートセンター

大分県介護DXサポート

センター

福岡県春日市原町３－１－７

クローバープラザ東棟２階

長崎県長崎市元船町9-18

長崎BizPORT２階

熊本市中央区花畑町１－１

大樹生命ビル２階

大分県大分市明野東３丁目４番１

号

みやざき介護生産性向上

総合相談センター

鹿児島県介護生産性向上

総合相談センター

介護生産性向上総合相談センター設置状況（令和７年６月30日時点）

※介護生産性向上総合相談センターに
関し、令和７年度中に開設予定がない
都道府県についても、令和８年度に設
置予定

■介護生産性向上総合相談センター

都道府県が設置するワンストップ型の窓口。地域の実情に応じた相談対応や研修会、介護現場への有識者の派遣、介護ロボット等の機器展示や試
用貸出対応を実施。また、経営支援や人材確保支援に対応するため、関係機関（よろず支援拠点・ハローワーク・介護労働安定センター等）へのつな                       

ぎ連携も実施している。令和８年度までに全都道府県に設置予定。

A

B

1

1

1

2

13 14 15 16

17 18

■介護生産性向上総合相談センター（設置済）

公益財団法人介護労働安定セ

ンター茨城支部

介護テクノロジー相談窓口

公益財団法人介護労働安定

センター香川支部

介護テクノロジー相談窓口

茨城県水戸市南町3丁目4番10号

水戸FFセンタービル

香川県高松市寿町1丁目3番2号

日進高松ビル6階

■介護ロボット・ICT相談窓口 （２ヵ所）

BA

2

0
19

2

1

1

5

432

7 8

9

6

10 ※国の事業で設置された窓
口（都道府県の準備ができ
次第、介護生産性向上総合
相談センターへ移行）

2

2
2

4
23

2

5

2

6
2

8
27

2

9

3

0

3

1

■（令和７年度中に開設予定：７ヵ所）
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CARISO（CARe Innovation Support Office）について
③リビングラボ
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○ リビングラボにおいては、介護テクノロジーの製品化にあたっての評価・効果検証を実施するリビングラボのネットワークを形成するとともに、開発企業の

シーズ、介護現場のニーズをマッチングするニーズシースマッチング支援を実施するほか、マッチングサポーターによる支援や実証フィールドの提供を行う。

※令和５年度老人保健健康増進等事業「介護現場のニーズをふまえたテクノロジー開発支援に関する調査研究事業」（社会福祉法人善光会）を参考に厚生労働省作成

【リビングラボによる支援内容】

①介護保険制度について理解する  ➂介護現場について理解する

②介護サービスの種類を理解する ④既存の製品・サービスについて理解する

①課題を発掘し分析する ➂介護業界と他業界の違いを意識する

②課題の普遍性を確かめる

①製品・サービスのねらいを明確化する ➂介護の基本精神を意識する

②介護の全体の流れを俯瞰的に意識する ➃コンセプトについて介護現場からフィードバックを得る

①ターゲットを設定する ➂（在宅向け）（在宅向け）在宅の場合の購入原資を理解する

②（事業所向け）事業所の収益構造を理解する ➃上市後を見据えた体制を構築する

①生産企業との関係性を構築する ➂有識者との関係性を構築する

②隣接領域の開発企業との関係性を構築する

①現場での実証が可能な水準まで機能性を上げる ➂機能を限定して検証する

②実際の利用者以外を対象として検証する

①数事業所を対象にしてユースケースを検証する ➂検証結果を踏まえて仕様を調整する ⑤検証環境を整備する

②十以上の事業所を対象にして有効性を検証する ➃検証目的・内容を明確にする

①コスト設計を検討する ②上市後の回収を想定して仕様を確定させる

①代理店販売・共同判断を活用する ➂購入単位や契約方法にこだわる

②効果的なチャネルで情報を提供する

①期待値を正しく設定する ➂事業所の補助金獲得をサポートする

②伝える相手に応じてメッセージを工夫する

①導入計画立案から伴走する ➂デモや初期設定をサポートする

②導入に向けた環境を整える ④利用者向けの同意取得をサポートする

①使用者状況をモニタリングする ②顧客の声を取り入れて活かす

マッチング・ネットワーキング

ニーズ調査

コンセプト企画

ビジネスプラン検討

研究室レベルでの実証

上市準備

販売戦略

営業アプローチ

導入支援

継続的改良

実運用環境での実証

企
画

開
発

販
売

業界研究

製品の開発フェーズ・ステップ

【実証フィールドの提供】
○開発フェーズ・ステップによっては、全国の介護事業所の
協力による大規模実証フィールド（2025年５月時点で約
1,200）を提供

○福祉用具の新規提案の実証への協力を実施

介護現場
ニーズシース
マッチング支
援事務局

開発企業

①シーズ同士をマッチング ②開発企業のシーズと

介護現場をマッチング

➂介護現場の二ーズと開発企業をマッチング【ニーズシースマッチングイメージ図】

開発企業

【マッチングサポーター】
○福祉・工学の学術関係者等を中心に40名程度が開発企業をサ
ポート（昨年秋にＵＩ/UDXに精通したサポーターを追加）

※機器の国際展開も
視野に、R7年度から
外国人労働者がいる
施設をリストアップ



国立大学法人東北大学

青葉山リビングラボ

宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉6-6

アドレス： living-lab@srd.mech.tohoku.ac.jp

国立研究開発法人産業技術総合研究所 柏リ
ビングラボ

千葉県柏市柏の葉6-2-3 東京大学柏IIキャンパス内 

社会イノベーション棟

TEL：029-861-3427

アドレス：M-living-lab-ml@aist.go.jp

株式会社善光総合研究所

Care Tech Lab

東京都大田区東糀谷六丁目4番17号

TEL：03-5735-8080

アドレス：sfri@zenkoukai.jp

SOMPOケア株式会社

Future Care Lab in Japan

東京都品川区東品川4-13-14 

グラスキューブ品川10階 

TEL：03-5781-5430

問い合わせ先：https://futurecarelab.com/

学校法人藤田学園 藤田医科大学

ロボティックスマートホーム

愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪1番地98  藤田医科大
学病院内

TEL：0562-93-9720

アドレス：cent-rsh@fujita-hu.ac.jp

国立研究開発法人

国立長寿医療研究センター

愛知県大府市森岡町7-430 

TEL：0562-46-2311

アドレス：carrl@ncgg.go.jp

独立行政法人労働者健康安全機構
   吉備高原医療リハビリテーションセンター

岡山県加賀郡吉備中央町吉川7511

TEL： 0866-56-7141

アドレス： syomu@kibiriah.johas.go.jp

国立大学法人九州工業大学

スマートライフケア共創工房

福岡県北九州市若松区ひびきの2-5

情報技術高度化センター 

TEL：093-603-7738

アドレス：slc3lab-technical-

support@brain.kyutech.ac.jp

（参考）令和６年度 介護ロボット等の開発・実証・普及広報のプラットフォーム リビングラボ一覧

リビングラボネットワーク
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

SOMPOホールディングス株式会社
Future Care Lab In Japan

社会福祉法人善光会
Care Tech ZENKOUKAI Lab

国立研究開発法人産業技術総合研究所
リビングラボ

国立大学法人九州工業大学
スマートライフケア共創工房

学校法人藤田学園
ロボティックスマートホーム

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

独立行政法人労働者健康安全機構
吉備高原医療リハビリテーションセンター

国立大学法人東北大学
青葉山リビングラボ

■リビングラボ一覧■ （８ヵ所）
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CARISO（CARe Innovation Support Office）について
④介護系スタートアップ（SU）支援事業【R７年度新規事業】

48

○ 介護現場の業務効率化を進めるため、テクノロジーの活用等を推進しているところであるが、介護現場に対する導入資金の支援だけでなく、介護現場におけるテクノ

ロジーへの理解を促進し、開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境を整備する必要がある。

○ 本事業では、介護系SU・アカデミア・中小企業等から介護テクノロジーの開発段階から上市に向けた出口戦略の検討までの幅広い相談や要望を受け付ける相談窓口の

設置や、ベンチャー振興のための環境整備・支援ネットワークの拡充、大企業・投資家等とのマッチング機会を創出するためのネットワークイベントの開催などを実施

する。

介護系SU等振興のための環境整備

等
介護系SU等
支援事業

介護テクノロジーのイノベーション創出を支援し、様々な介護現場のニーズにあった機器の開発を推進する

介護系SU等の支援施策をまと
めたガイドブックを作成

国内イベントへのブース出展、
セミナーの開催等を実施

国内介護系の実態調査や、海
外における施策を調査SU

支援施策の周知 SU等向けセミナー開催等

ピッチイベントや介護テクノ
ロジーに係るアワードを開催

ネットワーキングイベントの
開催等

介護制度や市場概況に関する
情報等を提供

ＶＣ等向けセミナーの実施

情報収集・基礎調査

個別のテクノロジー開発に関連する発
明関連情報の調査や、知財・市場戦略

策定等を支援

SU等向けの個別調査・支援

介護系SU等へ外部有識者*を
マッチング

継続的な伴走支援

SU企業等

金融機関

大手企業
（CVC）

ＶＣ

海外企業

ステーク

ホルダー

介護系SU等への支援

専門家

※SU：スタートアップ VC：ベンチャーキャピタル CVC：コーポレートベンチャーキャピタル

アドバイ
ザリー
委員会

・事業実施に
係る助言
・サポーターの
評価

サポートオフィス（オンラインプ
ラットフォーム）を開設し、相談対
応

相談対応

SU等を支援する機関（関係省
庁、民間団体）との連携

支援ネットワークの拡充

*知財管理、経営・財務経理、国際展開等の専門家30名程度
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介護系スタートアップ支援事業とは

実用化に向けて課題を抱えた介護系スタートアップ企業、アカデミア等と、そ

の解決のためのアドバイスを行う専門家（サポーター※）をマッチングし、業界

動向や事業計画、販売計画や海外展開検討までを総合的・俯瞰的に見据えた

うえで、各段階に応じたきめ細かな相談・支援を実施。

※サポーターとは、法規制対応、マーケティング、事業計画、資金調達、経営戦

略、知財戦略、海外展開等の各分野の専門家

相談・支援の流れ

介護系スタートアップ支援事業の総合ポータルサイト（準備中）の申し込み

フォームにて申し込みを実施。

初回面談では相談内容の精査や全般的な助言を実施。

相談内容に応じて、面談を複数回に分け、相談内容に合わせたサポーターに

よる追加の面談を実施。

⚫ 面談内容の

振り返り

フォローアップ

⚫ テーマを絞っ

た専門的な

面談

専門面談

⚫ 相談内容の

精査

⚫ 全般的助言

初回面談

⚫ 総合ポータル

サイトからの

申し込み

相談受付

介護系スタートアップ支援事業では、相談以外にも様々な支援メニューを展開（予定）

SUセミナー

スタートアップ・アカデミア

に対し専門家によるセミ

ナーを提供

ハンズオン支援

介護系SUに対し、適切な

人材をマッチングさせ、集

中的にハンズオン支援

知財戦略策定支援

希望シーズに対し、実用化

を図るための総合的な調

査・支援を実施

シーズデータベース

介護系SU・アカデミアと出

資先や大手企業等のマッチ

ング機会を提供

介護テックアワード

特に有望な介護系SUを発

掘し、その展開を支援する

ためのアワード企画を実施

SU支援ガイドブック

SUの課題解決の一助とな

るようガイドブックを提供

介護テックサミット

介護系SUと大企業や支援

機関のマッチング機会のた

めの展示会を実施

各種調査・まとめ

日本のSU企業やその支援

機関に関する各種調査を

実施し、現状を把握

相談依頼

支援

事務局

サポーター

相談希望者

（スタートアップ、アカデミア等）

支援依頼



東京都における施策（支援メニュー）

（助成金） 連絡先：公益財団法人東京都中小企業振興公社 助成課 03-3251-7894

○介護現場のニーズに対応した製品開発支援事業
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/kaigoneeds/index.html

○高齢者向け新ビジネス創出支援事業
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/koureisha/index.html

○シニア・福祉・アクセシビリティ関連製品等の販路開拓助成事業
https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/senior-hanro/index.html

（技術相談） 連絡先：地方独⽴行政法人東京都⽴産業技術センター 総合⽀援窓口 03-5530-2140

○東京都立産業技術研究センター （技術相談、依頼試験等）

（東京都中小企業制度融資） 連絡先：東京都産業労働局金融部金融課 03-5320－4877

○一般事業融資
○創業融資（創業期の企業が対象）

※「各支援事業を利用する際には、募集時期・募集要項等を事前に確認すること」
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３． 介護現場の生産性向上（介護現場の改革）と、 
「科学的介護」への寄与について

【論点】

① 介護現場の生産性向上（介護現場改革）において、 、開発される製品に
 求められるものは何か？ 「評価指標」の構築が重要。

② 「科学的介護」が推進される中、開発される製品に求められるものは何か？
 「評価指標」の構築が重要。
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４．今後の方向性について（市場拡大と海外展開）

【論点】

① 今後の高齢者介護の市場拡大について、どう捉えればよいか？

② 介護関連の製品・サービスの外国人介護人材との関係、海外展開の可能
 性は？
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